
予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　新１市町村１エネルギープロジェクト推進事業費
新１市町村１エネルギープロジェクト推進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

         商工労働部　新産業・エネルギー振興課　エネルギー・成長産業係

電話番号：058-272-1111（内2934）
E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　10,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成28年3月に策定した「岐阜県次世代エネルギービジョン」において、再生可能エネルギーの創出、省エネルギーの推進と並び、再生可能エネルギーを活用した地産地消型エネルギーシステムの構築を３つの重点プロジェクトとして推進することを掲げており、現在、八百津町をモデルに中山間地における水素を活用した「地方創生型スマートコミュニティ」を推進している。
・「地方創生型スマートコミュニティ」とは、地域内に賦存する資源で創出したエネルギー（電気、熱、水素等）を当該地域内で利活用する地産地消型エネルギーシステムの構築を通じて、産業施設の誘致、地域産業の振興、雇用創出、資本の域外流出防止による、地域経済の活性化等を図るものである。
・平成２４年の固定価格買取制度の設置以降、本県でも太陽光発電を中心に地域資源を活かした発電事業は大きく伸びているが、この制度による大手電力会社への売電では、地元にまったくメリットがないことから、地方創生型スマートコミュニティに市町村、地域住民及び地元事業者が参画することで、利益を地域へ還元する仕組みの確立を図る必要がある。
・また、地産地消型エネルギーシステムとして、地域内で独自のエネルギーを保持することは、災害時に県民生活や産業活動を守る観点から大変重要なものであり、系統電力に依存しない自立分散型の機能を持つコミュニティを構築することは、安全で安心して暮らせる地域づくりに資するものである。
・本事業は、「１市町村１エネルギープロジェクト（以下、「プロジェクト」）」として地方創生型スマートコミュニティを４２市町村において構築することを目標とする。
・そのため、市町村ごとの事業の進捗に応じたプロジェクト形成を支援するとともに、モデルとなる先進的な市町村の取組みを支援することで、類型ごとにモデル構築を行い、今後の県内へ普及展開を目指す。
（２）事業内容
①事業の進捗に応じた全般的な支援
エネルギー活用サポートデスクが県の支援全般を調整して、事業の進捗に応じた伴走型の支援を行う。
・エネルギー活用コーディネーターが中心となった県の関係各課で構成するサポートチームによる支援
・外部専門家（事業者、専門技術者、学識経験者等）による支援
・(仮称)スマートコミュニティ推進フォーラムとして、市町村、教育・研究機関、事業者、金融機関等が連携・協働するプラットフォーム（連携の場）を設置して、情報発信・共有を通じて地域でのスマートコミュニティ推進を支援する。
②機運醸成支援
地域において、事業推進のカギとなる人材の発掘、育成と地域に賦存するエネルギーのポテンシャル情報のマッチングによって、地域に地方創生型スマートコミュニティ構築を目的としたネットワーク化がなされるよう支援する。
・人材（事業者、市民団体、ＮＰＯ、地域住民）を公募・登録して活用
・成長産業人財育成センターでの研修プログラムへ市町村職員が参加し、リーダーシップを発揮する人材を育成
・未利用エネルギー調査活用推進事業の調査結果を情報提供
③プロジェクト形成支援
地方創生型スマートコミュニティを構築するための構想検討及び事業化検討として、エネルギーの利活用方策の検討や、事業化を担う推進協議会の設立・運営を支援する。
・事業者とのマッチング、産業施設の誘致活動

・他地域で実施されている先進事例の紹介
・推進協議会の設立・運営を支援
④プロジェクト推進支援
市町村等による、地方創生型スマートコミュニティを推進する事業活動を支援する。
・次世代エネルギー産業創出コンソーシアム会員とのマッチング支援
・国の補助制度活用等の活用支援
・中小企業者等の事業活動に対する低利融資制度の活用支援
⑤プロジェクト実施のための財政的支援
市町村等による、地方創生型スマートコミュニティを構築するために必要な協議会等の設置、可能性調査や推進計画の策定等を行うために必要な経費の一部を補助する。
来年度、市町村が補助金による直接支援を予定しているのは高山市、郡上市（小水力発電の活用）があるが、民間事業者主体の事業であっても、何らかの形で市町村が支援し、地域の活性化に資する事業であれば、補助対象とする。
ア）補助対象経費

	補助対象経費
	内　　訳

	運営費
	補助事業の実施に必要な協議会等の運営に要する経費

	調査費
	補助事業の実施に必要な調査に要する経費

	設計費
	補助事業の実施に必要な設計に要する経費

	設備器具費
	補助事業に必要な実証設備に要する経費

	設備工事費
	補助事業に必要な実証設備の工事に要する経費


イ）補助率等

補助率：1/2以内、

補助限度額：ソフト事業5,000千円、ハード事業20,000千円
（３）県負担・補助の考え方
　　　県のエネルギー政策の基本方針となる「岐阜県次世代エネルギービジョン」の重点プロジェクトである地産地消型エネルギーシステムの構築を推進するため、地域特性ごと又は、エネルギー種類ごとに事業モデルを確立し、その事業を類型として、県内各地に展開するために必要であることから、県が経費の一部を負担。
（４）類似事業の有無
　　・７道県（北海道、宮城県、山形県、福井県、長野県、三重県、熊本県）
　　・「５　１市町村１エネルギープロジェクト推進補助金に関する他県の類似事業の状況」参照
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	推進事業費
	5,000
	

	
	謝金
	1,262
	指導者等謝金

	
	旅費
	2,324
	指導者等費用弁償

業務旅費

	
	消耗品費
	120
	消耗品費

	
	会議費
	214
	お茶代

	
	印刷製本費
	60
	資料印刷

	
	役務費
	120
	通信運搬費

	
	使用料
	825
	会場借上料

	
	負担金
	75
	外部研修会参加費

	補助金
	5,000
	ソフト事業２件

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方
　財政支援は、具体的なニーズが明確になった上で実施することとし、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
【岐阜県次世代エネルギービジョン(平成28年3月策定)】
・再生可能エネルギーを活用した、地産地消型エネルギーシステムの構築を３つの重点プロジェクトの一つとして推進することを定めている。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・地産地消型エネルギーシステムの構築等による地域の活性化の実現


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	①地産地消型エネルギーシステムの構築
	（H28）
１件
	(H29)
２件
	（H30）
３件
	（H27）
０件
	（H32）
３件
	％



	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・平成28年度に先行事例として、八百津町内で水素を活用する事業の計画策定、実証事業を支援（予定）


（前年度の成果）

	・再生可能エネルギーによって創出した水素を活用した、地産地消型エネルギーシステムの確立に係る計画策定等（予定）

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	平成２４年度の固定価格買取制度の導入以降、県内でも地域内に賦存する資源で創出したエネルギー（電力）の創出量は大きく増加しているが、小規模な太陽光発電を除けば、事業の実施には多額の初期投資・技術的ノウハウ等が必要となり、現状は県外の大規模資本による開発案件がその大半を占めている。

そのため、地域資源を消費しているにもかかわらず、地元への還元は限定的で、今もって資本の域外流出が続いている。
この現状を打破するために、市町村、地域住民及び地元企業の関連事業への参画を促し、利益を地元に還元する仕組みを確立する必要がある。
なお、平成２８年度において、地産地消型エネルギーシステムの構築に関する何らかの補助制度を設けているのは７県であり、岐阜県モデルを先行して確立する意義は大きいといえる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・地方創生型スマートコミュニティの推進にあたっては、平成28年度から八百津町において中山間地での木質バイオマス由来水素を活用した取組が進められている。

しかし、他地域では市町村のエネルギーに関する取組みが、「省エネ推進、ＣＯ２の削減」や「再生可能エネルギーの創出量拡大」にとどまっている場合も多いことから、これを地域の活性化と結びつけ、まちづくりの推進を図る。


（次年度の方向性）
	・本事業が支援対象としている取組みは、市町村、地域住民及び事業者等が多数関与することが多く、初期の検討段階から事業の実施まで、段階を踏んで進めていくこととなる。
県としては、その事業の事業熟度の進捗に応じて適切な支援をする必要があるため、次世代エネルギービジョンに示した目標である３件を確立するため、継続すべき事業と言える。


県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	１市町村１エネルギープロジェクト推進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	（1） 市町村又は市町村が支援する事業を推進する団体

	補助事業の概要
	（目的）
平成28年3月に策定した「岐阜県次世代エネルギービジョン」において、再生可能エネルギーを活用した地産地消型エネルギーシステムの構築を３つの重点プロジェクトとして推進することを定めている。
１市町村１エネルギープロジェクトを推進することで、エネルギーの利活用によるまちづくり推進への市町村の理解を深めるとともに、市町村と地域住民、企業等が連携した地域特性に応じた取組を広め、類型化された先進モデルを確立し、県内他地域への展開を図る。
（内容）

市町村等による、地産地消型エネルギーシステムの構築など、エネルギーの利活用によるまちづくり推進を担う協議会等の設置、可能性調査や実証・試行調査を行うために必要な経費の一部を補助。

	補助率等
	補助率：補助対象経費の１／２以内

補助限度額：ソフト事業　５,０００千円
　　　　　　ハード事業２０,０００千円

	補助効果
	地産地消型エネルギーシステムの構築３件（平成３２年度）

	終期の設定
	終期　平成３２年度

（理由）平成２７年度に改定する次世代エネルギービジョンの対象期間が平成２８～３２年度のため


（事業目標）

	・地産地消型エネルギーシステムの構築等による地域の活性化の実現



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H28年度末)
	目標

(H29年度末)
	目標

(終期)

	1 地産地消型エネルギーシステムの構築
	1件
	2件
	3件

	2 
	
	
	


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)
5,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	2件

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	平成28年度９月補正予算で１件支援（予定）


（今後の課題）

	・地方創生型スマートコミュニティの推進にあたっては、平成28年度から八百津町において中山間地での木質バイオマス由来水素を活用した取組が進められている。

しかし、他地域では市町村のエネルギーに関する取組みが、「省エネ推進、ＣＯ２の削減」や「再生可能エネルギーの創出量拡大」にとどまっている場合も多いことから、これを地域の活性化と結びつけ、まちづくりの推進を図る。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	平成２４年度の固定価格買取制度の導入以降、県内でも地域内に賦存する資源で創出したエネルギー（電力）の創出量は大きく増加しているが、小規模な太陽光発電を除けば、事業の実施には多額の初期投資・技術的ノウハウ等が必要となり、現状は県外の大規模資本による開発案件がその大半を占めている。

そのため、地域資源を消費しているにもかかわらず、地元への還元は限定的で、今もって資本の域外流出が続いている。
この現状を打破するために、市町村、地域住民及び地元企業の関連事業への参画を促し、利益を地元に還元する仕組みを確立する必要がある。
なお、平成２８年度において、地産地消型エネルギーシステムの構築に関する何らかの補助制度を設けているのは７県であり、岐阜県モデルを先行して確立する意義は大きいといえる。
なお、平成２８年度において、地産地消型エネルギーシステムの構築に関する何らかの補助制度を設けているのは７県であり、岐阜県モデルを先行して確立する意義は大きいといえる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）
「地産地消型エネルギーシステムの確立による地域の活性化」が県支援事例によって明示されることにより、県内各地域においてそれぞれの地域特性に応じた地産地消型エネルギーシステムの構築が推進されると見込まれるため。


